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1.は じめ に
1992年のリオの地球サ ミッ ト(環境 と開発に関する国連会議)で 採択 されたアジェンダ211)
の第4章において,持 続可能な発展のために生産 ・消費形態の持続可能化に取 り組むべ きこと
が宣言された。この政治的に合意された"生 産 ・消費形態の持続可能化"の 合意 された定義は
未だ見あたらない。 しか し,その第4章の第5節は 「非持続可能な消費により生ずる自然資源
への需要 と,枯 渇の最小化 と汚染の減少 という目標 と整合的なそれら資源の効率的な利用に,
特別の注意が払われるべ きである。」 と述べてお り,生 産と消費形態の持続可能化 は,資 源利
用管理の問題であ るとの認識 を示 しているといえよう。2)我が国の循環型社会形成推進基本
法(以 下,循 環基本法)も,廃 棄物問題の解決を意図 して制定されたものであるが,形 成すべ
き循環型社会を,廃 棄物に関する諸施策の実施を通 じて 「天然資源の消費を抑制 し,環境への
負荷がで きるだけ低減 される社会」 と定義 してお り(第二条),資源利用全般へ視野を向けて
いる。
アジェンダ21の記述 と循環基本法 における循環型社会の定義の背景には,自 然環境 と人間
の経済社会との関係 に関する共通 した考え方 を見て取ることができる。すなわち,経 済社会は
自然環境から資源 を採取 し,それを用いて経済活動を行い,そ の廃物を自然環境 に廃棄 してお
り,資源の採取および廃物の廃棄が過剰 となる場合に,資 源の枯渇および環境問題が生 じ,ひ
いては社会の持続可能性が損なわれるという考え方である。
ヨーロッパ連合(EU)においては2002年7月に第6次環境行動計画(theSixthCommunity
EnvironmentActionProgramme,以下6EAP)が決定 された(EU(2002)参照)。
この6EAPは決定から10年間のEUにおける環境政策分野の原則 と目標(objectives)を定め
た ものである。その第2条 『原則 と全体的なね らい』では 「よ り持続可能な生産 ・消費形態を
もたらすためによりよい資源効率性 と資源 ・廃棄物管理をめざす。」3)として,資 源管理問題
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に取 り組 むことを宣言 している。6EAPの案 をまとめたEUの 行政府 にあたる欧州委員会
(EuropeanCommission)では,案 の策定の過程で多数の異 なる立場の専門家に対 し基本的な
考 え方に関する報告を依頼 し,利用 した。資源管理 に関する分野で も異 なる立場の論者による
7本のこうした背景ペーパーがインターネ ット上に公開 されている。4)これらの報告は,自 然
環境からの資源の採取 とそこへの廃物の廃棄,と いう物質循環の2つの断面を同時に視野に入
れた上記の考 え方が意識 されたものであ り,それ らの内容の検討はEU以外の地域または地球
全体でとるべ き資源管理政策にも有益である。それゆえ本論ではこれを行 う。このことはまた
生産 ・消費形態の持続可能化 といった概念 にも示唆 を与えるもの と考えられる。
2.検 討 した 議 論
7本 の報告 とは,EUの ホー ムペ ー ジ上 での順 に,Ayres(2001),MuilermanandBlonk
(2001),deZeeuw(2000),Wackemage1(2001),Bartelmus,Bhngezu,andMoll(2001),
Pearce(2000),BinswangerandChakraborty(2000),である。 この うち経 済学 の立場 か ら
の報告 は,deZeeuw(2000),Pearce(2000),BinswangerandChakraborty(2000),であ る。
この他,Ayres(2001)は熱力学 の概念(特 にエ クセ ルギー概念)や そ の他 の 自然科学 的知 見
を取 り込 み,そ れ らを経済 学 とも関連 づ けた立場の報告 であ り,Wackemagel(2001)は,エ
コロ ジカル ・フ ッ トプ リ ン ト(EcologicalFootprint,以下EF)概 念 の主唱 者の立場 か らの報
告 で あ る。Bartelmus,Bringezu,andMoll(2001)は,物質 フ ロー会 計(MaterialFlow
Accounting,MFA)を含 む脱 物 質 化(dematerialisation)接近 お よ び環 境 経 済統 合 勘 定
(SystemofintegratedEnvironmentalandEconomicAccounting,SEEA)などのい わゆ るグ リ
ー ン会計 を含 む資 本維持(capitalmaintenance)接近 を比較 す る形 で論 じてい る。Muilerman
andBlonk(2001)はオラ ンダにおけ る資 源利用 に関す る指標 の具体 的 な取 り組み を紹 介 して
い る。deZeeuw(2000)によれば2000年7月に欧 州委員 会が専 門家 ワー クシ ョップ を開催 し
専 門家 は意見 を問われ た ととい うこ とで あるが,各 論 文の 日付 が異 な り,ま た,Wackemagel
(2001)がPearce(2000)を引用 し具 体 的に 回答 す る部 分が ある こ とな どを考 え合 わせ る と,
これ らの報告 は一旦 そ こに提 出 し,議 論 された もの を,推 敲の後 に再提 出 され た もの と推察 さ
れ る。
3.検 討 お よび議 論 の整 理5)
7つの報告はそれぞれ独自の構成 をとっているが,以 下では大きく,①資源利用およびそれ
に関連する環;境状況に関する現状認識 ②問題の所在,③ 持続可能性に関する考 え方の違いを
含む資源利用問題 に対する対処の方向性,④ 資源利用管理政策のための指標,に 分けて検討す
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る 。
3.1①資源利用およびそれに関連する環境状況に関する現状認識
冒頭の節でも述べた,自 然環境 と人間社会の関係について,人 間社会は自然環境から資源を
採取 し,加工 ・利用 し,廃物を自然環境 に戻 している,と い う見方は広 く普及 しているもので
ある。資源利用 を環境問題の視点か ら考察する場合には,こ の見方に即 し,入力側の資源の枯
渇が問題なのか,出 力側の資源利用に伴 う環境負荷が問題 なのか,ま たその両方かを問 うこと
ができる。
資源は大 きく,化石燃料等の枯渇性資源(ま たは非再生可能資源)と 森林等の再生可能資源
に分類することがで きるが,枯 渇性資源については汚染物質の吸収 ・同化の役目は担ってお ら
ずその枯渇の可能性のみが問題 とされる。Ayres(PP12-13)は地質学的事実 としてある種の
元素はその存在形態一存在量の関係は,高 濃度(高 品質)部 分 と低濃度(低 品質)部 分にそれ
ぞれ小 さなピーク,大 きなピークが存在 してお り,現在我々が利用 している小さなピーク部分
を使い尽 くすと実質的には枯渇 して しまう可能性があると指摘 し,銅,鉛,石 油,等 が該当す
るとしている。 また,多 くの経済学者が指摘 し,Pearce(p.8),deZeeuw(p.3)も指摘 し
ている資源価格が上がっていないとい う事実について,BinswangerandChakraborty(P8)
は,現 実の市場 には木完全性があ り資源価格が希少性の信頼できる指標 とは必ず しもいえない
と主張する。6)しか しなが ら,ロ ーマクラブが提起 した具体的な危機は,技 術革新や資源の
存在の新発見などによ り少な くともローマクラブの警告以後のここ30年間においては迫って
きていないようであることについては肯定はあっても否定する主張は見 られない(Ayres(p.
6),MuilemlanandBlonk(p.2),deZeeuw(p.3))。
再生可能資源については,諸 報告は,木 材や魚,と いった経済 に投入すべき資源とい う形で
よりも,生態系 を形作 り,経済社会の廃物を吸収 ・無害化 してくれる存在,さ らにはより広 く
生命の存在 を可能ならしめるライフ ・サポー ト機能を担 う存在 として主に論 じている。7)中
で も,Wackernagel(p.3)は,現在の環境状況 は,資 源消費 と廃物発生による生態学的需要
が 自然が供給する量以上である状況(彼 はこれを生態学的行 き過 ぎ(ecologicalovershoot)と
呼ぶ)と なってお り,再生可能資源およびそれが提供する生態学的サービスが危機 にあること
を報告の根幹 に据え主張 している。Muile㎜anandBlonk(pp.2-3)も同様の主張であ り,具
体的数値を挙げて森林,真 水生態系,海 洋生態系,さ らに肥沃な土壌が危機にあることを主張
する。自然環境の状況がどの程度危機的なものであるかは自然科学的な問題であ り経済学が直
接の回答を与 えることはできないが,Pearce(p.8)はメタないいまわしなが ら,秘儀的な経
済学の純粋 理論の文献(Pearceはこちら側 ではない)を 除 くと環境関連 の文献 のほぼ全て
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(経済学 の それ も含 め)は 経 済活動 に対 す る何 らかの生物 物理 的(bio-physical)限界 の存在 を
認 め てい る,と す る。8)
た だ し,Pearce(p,22)は,環境 収容力 につい て議論 す る中で,我 々 は最低 限必要 な生物
多様 性 や最大 許容可能 な気候変動 率 とい った もの を知 らない,と 述べ るな ど,彼 の言 う生物物
理 的 限界が どこになるのか は分 か らない,と い う立場 であ る。 また,Ayres(P18)も,特 に
再 生可 能資源 につ いて,経 済活動 の制約 とな り得 る ことは確 かだが,そ れ らのほ とん どは生物
資 源 であ り,そ の挙動 を理解 するため に必要 な種 間の相互 関係 はあ ま りに複雑 で よ く分 か って
い る とは到底 い えない,と 述べ てい る。 これ は,現 状 の生 態系の劣化 度 につ いての不確 実性 を
強調 して いる といえ よう。Bartelmus,Bringezu,andMoll(P17)も,人為的物 質 フ ローの将
来 起 こ りうる全 ての影響 を予測 す るこ とは科学 的に不 可能 であ る,と 不確 実性 を指摘 す る一方
現状 が どの程度 の危機 にあ るかにつ いては触 れていない。
これ らの論 者 で異な るのは,Wackernagel(p.7)が不確 実性 は認 めつつ も,最 も楽 観的 に
みて もす で に生 態学 的行 き過 ぎを起 こ して いる ことを定量 的なEFの 試算結果 を援 用 して主張
し,MuilermanandBlonkがこれ に同調 してい るの に対 し,そ の他の者 は,環 境劣化 の現状 が,
良 くない ものであ るこ とは認 めつつ も,不 確実性 を指摘 ・強調 しつ つ,そ れが本当 に差 し迫 っ
た危機 であ る とい う言 い方 は避 けて いる点で ある。PearceらはWackemagelの仕 事 を知 った上
で議 論 を してお り,そ の現状評価 の基礎 とす る事実 が全 く異 なるわけで はな く,不 確 実性 に対
す る態 度の違 いが かな り反映 され てい る とい えるで あろ う。9)Wackernagelらが危険 回避的 で
あ るの に対 し,Pearceらは危険 中立 的 といえ る。10)
3.2②問題の所在
Wackemagel(p.6)は,生態学的行 き過 ぎが発生する原因は,生 態学的限界が,世 界の動
向に影響を与 える先進国の意志決定者を含む都市生活者が 日常的に体感で きるようなものでな
く,ま た自然 には蓄積があるために,行 き過 ぎの状況がある程度の期 間継続可能であるために
人々が危機 を十分に認識で きないことであるとする。
Pearce(P8)は,もし環境的な危機が事実であるならば(容 器 としての)大 気や生物多様
性 といった価格のついていない資源が浪費 されているのだと主張する。これは通常の経済学の
考え方である。木材に価格はついているがその価格 にはそれらが伐採前に構成 していた森林の
生態系の価値が織 り込 まれておらず,生 態系から得 られる便益 をその便益の享受者の合意を得
ず,か つまた代価 を支払わずに損なっていることが森林が過大に伐採 されることの原因と考え
るわけである。同 じことを市場の失敗の一形態である外部性 という概念を用いて,森 林の伐採
は生態系破壊 という負の外部性 を伴 う,と いう,言い方をすることもできる。deZeeuw(p.12)
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も,特 に現在世代が将来世代 に与える外部性に注意を喚起 しつつ,外 部性等の存在が資源利用
を市場任せにせず各 レベルの政府が介入する理由となると述べている。11)
Wackemage1は,環境問題の原因と結果の空間的また時間的な隔た りを原因と見ているとい
えるが,こ れは外部性が発生する物理的な理由の1つ を指摘 していることにな り,こ こでの論
者 らの環境問題の原因の考え方については本質的な対立はないといえよう。12)
経済学の理論上は,通 常,外 部性は内部化すれば市場の効率性が回復 されるが,効 率性は持
続可能性 を保証するものではな く,その点が持続可能な発展 という課題の新 しい点であると考
えられている。これには現在を将来より重 く見る割引概念 と将来を現在 と同様以上の重みで扱
お うとする持続可能性概念の対立が深 く関与 している。 しか し,経済学で論 じられてきた持続
"不"可能性は
,多 くの場合,生 産過程へ実際 に投入する資源(代 表的には化石燃料 などの枯
渇性資源)の 枯渇についてであって,こ ごでの論者 らが危機にあると考 えているライフサポー
ト機能 を担 う生態系(気 候の安定性などを含 む唐い意味でのそれ)の 劣化についてではない。
生産過程へ実際に投入する資源が不足する,と い うことは① でみたように現実 としては直接的
にはあまり心配されていない。13)こうしたことが経済学的には外部性 のみが問題の原 因とし
て指摘 されている理由であるように思われる。
3.3③持続可能性に関する考 え方の違いを含む資源利用問題に対する対処の方向性
現在,環 境問題への対処の方向性については,持 続可能性 を考慮すべ きことが重要であると
い うことはその中身は別 として広 く受け入れられている。 しか し,持続可能性の中身について
は2つの派が異なる考え方 を持ち,こ れらが鋭 く対立 していると考 えられている。2派とは,
自然資源(経 済学ではこれを生産に参加するもの と見て自然資本と呼ぶ)と 建物や機械 といっ
た人工的な資本が代替可能であるか否かについて,代 替可能 とする"弱 い"持続可能性 と代替
不可能 とする"強い"持続可能性の2つの立場である。14)検討 している7つの報告の中身では,
ニュアンスの違いはあるものの,EF唱道のWackernage1,熱力学接近のAyres,ははっきりと
強い持続可能性派である。一方,経 済学のdeZeeuw,Pearce,は弱い持続可能性派である。
オランダの指標事例報告のMuilermanandBlonkと脱物質化接近 と資本維持接近を比較する
,Bartelmus,Bringezu,andMoll,経済学のBinswangerandChakrabortyは少 なくともここでの
報告の中では明示的には立場の表明をしていない。
Wackemagel(pp.3-5)は,持続可能性 について,上 で述べた,生 態学的行き過 ぎが無 く生
態学的資産がその完全 さを保ち,人 々が健康で安全 な生活を営む可能性を高め,現 在世代にも
将来世代 にも公平である発展が持続可能性の中身である旨述べている。前半部分が必要条件 と
して規定されているところが強い持続可能性派たる所以である。 しか し同時 に将来世代が現在
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世代 に比べて不利にならない発展 を主張 しており,何 かの ものさしで測った厚生の改善 を主張
しているということがで きよう。Ayres(pp.19-20)も,「強い持続可能性派 とは生物多様性
や気候の安定性 といった不可欠で代替不可能なものは保存 されるべ きという考えた方だ」 と説
明 し,「将来の重要な研究課題の一つは価格のない環境サービ冬の評価の信頼できる理論的基
礎 を与 えることであり,その ことは間接的に強い持続可能性 をサポー トする」 と述べ(p.21),
強い持続可能性への支持を表 している。
一方,Pearce(P8)は,「持続可能な発展 とは人類の福祉(well-being)の一人あたりレベ
ルの通時的な上昇と定義 される」 としている。 この定義の部分では福祉(well-being)という
言葉 を用いているものの後の部分で(p.15),「経済学では,消 費のみが効用 または福祉(well-
being)を生むと仮定されている。」 としてお り,結局,経 済学における持続可能な発展 とは一
人あた りの消費の通時的な上昇である,と の主張である。自然科学的な条件 を含まない弱い持
続可能性派の立場 を表 している。15)一人あた りの消費のみに着 目し世代 間の衡平性を議論す
ることは1970年代から枯渇性資源の最適利用 を論ずる中で行われてきたが,16)こうした考え
方は,環 境劣化を問題 と認めその原因を外部性に求める立場 と(経済学の内部であっても)矛
盾する。なぜ なら,外部性 とは市場 を通さずにある経済主体が他の経済主体の効用(通 常の言
い方をすれば福祉(wel1-being))に正 または負の影響を与えることを意味 しているか らである。
17)"消費"と いう言葉 に市場 を通さずに,消 費者に届 く環境サービスも含めているならこの批
判は当たらぬのだが,そ のような但 し書 きはない。 また,一 般的な解説でなく自論 を展開する
箇所で も(p.13)通常の意味における消費概念を用いて議論 してお り,この批判は妥当と思わ
れる。18)deZeeuw(pp.7二8)は,強い持続可能性は枯渇性資源利用 については100%のリサイ
クルを求めるが熱力学的に不可能であるから結局生産の完全ス トップを意味 しているとし「弱」
派の立場 を明らかにしている。
BinswangerandCha㎞aborty(pp.8-12)は,増分だけを利用するという再生可能資源のみ
に適用可能な古い持続可能性概念を枯渇性資源 に適用するとその利用はすぐにやめなければな
らないが,現 在 ・将来の両方の世代の必要の充足に着 目したブルン トラント報告の持続可能な
発展 に立脚すべ きだとする。そ して枯渇性資源であっても利用量を指数的に減少 させるなら,
例えば現在時点でス トックが利用量の1,000倍あるなら毎期0.1%ずつ利用量 を指数的に減少さ
せれば永久に利用できることを示 し,効率性の改善,再 生可能資源の適切な利用,生 産消費構
造の変化,に よ りこれが可能 となるとしている。Bartelmus,Bringezu,andMol1(pp.28-29)
は同様の方針,す なわち,再 生可能資源は増分のみを利用,枯 渇性資源は再生可能資源による
代替か ・効率改善の範囲での利用,汚 染物質の排出は同化能力の範囲内,と いう方針 を脱物質
化接近による持続可能 な資源管理ルールであると説明 している。
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ここまでの議論 を振 り返 ってみる と,「強」派であるWack㎝age1も何 らかの社会の厚生の
改善 を主張 してお り,「強」「弱」両派の支持を明言する論者の問ではっきりと対立 しているの
は,厚 生を消費のみで測るのか,そ れ以外 を含めた何かで測るのか,と いう点であるように思
われる。そ してまた,「弱」派の経済学者が消費のみ とするならば外部性を環境問題の原因と
することとの矛盾 を抱えていることを指摘 した。
一方,基本的な対立点であるはずの自然資本と人工資本が代替で きるのか否かについてみる
と,「強」派は自然資本の必須性 を主張するのに生態系や生物多様性,気 候の安定性,と いっ
た直接的には価格のつけられていない資源について言及するのに対 し,「弱」派の 「強」派へ
の批判は枯渇性資源 に言及 している。枯渇性資源については,地中にあって生物圏や気候シス
テムといったものに直接の関係がなく,市場価格がついているため枯渇の心配は当面はないこ
とで概ね一致 しているにもかかわらずである(こ れについては①でみた)。つ まり,少 なくと
もここで取 りあげた7つの報告に限っては対立は噛み合っていない。
Pearce(pp.9-11)は,両派の問の議論の混乱は以下の点'を無視 していることによると指摘
しているので,こ れを検討 してみる。
1)「強」派が顧みない社会組織等の社会的資本 も制約であるということもで きる。
2)「弱」持続可能性 は 「強」持続可能性の必要条件である。
3).代替は共通尺度測定可能性(commensurability)を意味する。
4)「強」持続可能性 も異なる種類の自然資本 を集計するか ら共通尺度測定可能性 を意味する。
5)異なる自然資本間の代替を認めて も自然資本全体を一定に保つことはで きる。
6)海洋やオゾン層"全 体"や 自然資本"全 体"を 他のもので代替することなど不可能なこと
は自明であり,経済学的に問題 としているのは"限 界的"(marginal)代替19)である。20)
7)自然資本 と人工資本がどれほど代替可能なのかの経験的証拠はほとんどない。
8)もし自然資本が(経 済成長の)制 約になるなら一人あたりが問題になるはずである。21
9)「弱」派 も生物物理学的限界の存在を認めている。
この うち,1)の指摘は,「いうこともで きる」 という内容であ り,あ まり重要で ない。2)
は確かに論理的には正 しいが,自 然資本 と人工資本の代替が可能かが中心の論点になっている
場合に,あ ま り重要でない。3)一5)の指摘 については,Wackemage1(pp.9・10)も「強」の
立場は,異 なる自然資本間の代替を認めるものだとしてお り,ま たBartelmus,Bringezu,and
Moll(p.11)も総物質需要量(TotalMaterialRequirement,TMR)指標 を説明する中で 「強」
の立場は自然資本間の代替 を認めるものであると解説 しているなど,こ こで取 り上げている7
つの報告の論者の中ではあまり重要でない。8)に ついては,こ の部分に続けて`そ れゆえ人
口が増加するなら自然資本は維持でな く増加 させねばならない'と 論が進むが,今 ひとつ意図
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が不 明 であ る。 なぜ な ら自然 に負荷 を与 え るの は人 口規模 でな く経済 活動の有 り様(規 模 とそ
の質)で あ る と思 われ るか らであ る。7)は,① で議 論 した経済 活動 の 自然環 境へ の影響 の不
確 実性 があ る ことの言 い替 えである。9)は 既 に① にお ける議 論 で取 り上 げた。
結局,新 た な重 要な指摘 は6)で あ る。 ところが,Pearceの報告 を踏 まえ ている 「強」 派 の
Wackemagel(pp.18-19(note4))も,たとえ自然 資本 と人工資 本の 間でい くらか の限界的
な代替(例 えば,薪 と風 車)が 可能 であ った として も,絶 対 的 な代替 性 はあ り得 ない,と して
い る。 両者 の考 えはこの点 に関 し全 く同 じなの である。
要す るに,上 の7)の 指摘 やBartelmus,Bringezu,andMoll(p.21),Ayres(p.18)がい う
よ うに,生 態系 の挙動 は不確 実であ り,自 然資本 が どの程度 人工資本 と代替 可能 であ るか は実
証 的研 究 の重要 な課題 であ る と言 うこ とがで きよう。22)
3.4④資源利用 管理政策 のための指 標
次 に,資 源 利用 管理 政策 の ための指 標 について論者 らが どの ように議 論 して いるか をみ る。
この問題 を直 接 に十分 な紙 幅 を割 いて議論 してい るの は,Pearce,Wackernage1,Bartelmus,
Bringezu,andMoll,MuilermanandBlonkである。Pearceは自 らが唱道 してい る本物 の貯 蓄
(genuinesavings)(及び そこか ら派生 させた持続 可能 な消費)の 解説 を展 開す る一方,EFや
そ れ に強 く関連 す るCC,MFAに もとつ くTMR等 の指 標 を強 く批 判 して いる。 これ に対 し,
Wackemagelは直接 にPearceの批判 を引用 し,こ れ に応 酬 している。Bartelmus,Bringezu,and
Mollは資 本維 持接 近 と脱 物質 化接近 の比 較 をする わけ だが,Pearceの本物 の貯 蓄 は資本維 持
接 近の 一つ の指 標 であ り,EFやTMRは 脱物 質化接近 の指標 であ るので,Pearceの議 論 に対 応
して いる面が あ る。3人 の著者 の うちBringezuとMollはMFA唱道 者 であ り,MFAよ りの傾 向
が あ る とい うこ とがで きる。MuilemlanandBlonkはオ ランダで採用 された環境 負荷 と消 費 を
結 びつ け た指標 を紹介 してい る。以下 では彼 らの議論 をよ り詳 しく見 る ことにす る。
Pearce(pp.13-15)は,まず 国 民 総生産 か ら消 費 と人工 資本(通 常 の資本)の 減価 分 を差
し引 い た純貯 蓄 に,さ らに人的資本 の増 価分 を加 え,自 然資 本の 減価 分 を差 し引い た もの を,
本 物 の貯蓄 または グリー ン貯 蓄 と呼ぶ 。 ここで,人 的資本 の増価分 も自然資本 の減価 分 も貨 幣
評価 され てい る。 そ して,本 物 の貯蓄 は,貨 幣換算 によ り代 替可能 な異 なる資 本 の合計 の増減
を測 る指標 で あ り,弱 い持続 可能性 の指標 である とされる。 これが ゼ ロよ り大/小 であれ ば資
本 の合計 は増 加/減 少 してい る こ とにな るわけであ る。Pearceはさらに,本 物 の貯蓄 がゼ ロ
の場 合 の消費 を最 大(弱)持 続 可 能消費 レベ ル と定義 してい る。23)定義 に よ りこれ は国民総
生 産か ら人工資本,人 的資本,自 然資 本の 変化 を減価 な ら差 し引 き,増 価 な ら加 えた もの であ
る。 こ う した議論 は,こ れ までの通常 の経 済学の議 論 での資本 を拡 大 された資本概念 で置 き換
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えて,24)議論の構造はそのままにしたものである。生産物は消費 されるか投資されるかであ
り,資本の減価分を補 う投資をしないと資本の全体量は減って しまい,技 術変化がない場合,
次期以降において,よ り少ない生産物 しか生産することはで きない。そうならぬための最低量
の投資を考えると,消費 してよい量の最大値が決まる,と いうわけである。 しか し,市場財以
外に も何かが人々の福祉(well-being)に貢献するという立場か らみると,ま た,外 部性が内
部化 されていない状態であることを認める立場からみると,可 能な消費の最大量はい くらであ
るか,と いう問自体が,マ クロ経済運営 には意味はあるものの,厚 生または福祉の持続可能性
とは直接 の関係がないといえる。また,既 に本論のこれまでの議論の中で見て きたとお り,人
間の経済活動の生態系への影響 を正確に同定することが極めて困難であるなら,貨 幣評価の困
難をおいても,自然資本の増価/減 価の値 を,人工資本の増価/減 価などと同等な精度で行 う
のは不可能であるということも問題 になる。
次 にPearceの他者の批判 を見 てみる。Pearce(PP18-33)は,持続可能性を論ずる接近 と
して,脱物質化,最 大維持可能人口(maximumsustainablepopulatior.)として定義 されたCC,・
またCCの他の表現形 としてのEF,を取 り上 げている。25)それらに対する彼の評価は皆同 じ
で,意 識の向上 と資源効率性の改善を奨励する,と いう意味は持つが,そ れ以上の政策的意味
はない,と い うものである。以下でより詳 しく検討する。
CCについては,表1の 行番号1～6の諸点 を意識向上以上の政策的意義をもたない理 由とし
て列挙する。
また,EFについてPearce(pp.23-25)は,Wackernagelらは環境の貨幣価値化はそれの基
となる人々の選好が自然の限界 を考慮 していない可能性があるため反対であ り,ま た,割 引,
限界分析 にも反対であ り,そ こで貨幣に代わる共通単位 として生産力のある土地の面積 を採用
した,と 算出過程なども説明 しつつ紹介する。 しか し,そ の評価は結局上 でみたCCと特に変
わ りがないとしている。 またそれゆえ,彼 らが得 る政策 オプションは,資 源生産性の向上か,
消費の削減,と いったもので しかない,と する(苦 労 して計算 しても,も っとずっと単純な論
理で得 られる結果 しか得 られない,と い うことであろう(筆者))。そ して後者の政策オプショ
ンは,非 現実的だと非難iしている。EF指標のよ り具体的 な批判についてはVanKootenand
Bulte(2000)のそれを引用 ・列挙 している(表1,行 番号7～13)。
これに対 しWackemagel'(pp.9・11)はCC(多くの場合EFがこれを表現するという支脈で)
およびEFへの批判 にまとめて反論 している(表1参 照)。説明が前後す るが,Wackernagel
(pp.6-8)によればEF接近は,実 際に存在する生態学的収容力の供給量 と人的な環境負荷:が要
求する生態学的収容力の需要量(こ れがecologicalfootprint)を一人あた りの土地の面積で表
現 し比較するものである。26)EF接近は地球規模,国 別での生態学的収容力の需要と供給の比
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表1CC(1-6)及 びEF(7-13)に 関 す るPearceの批 判(た だ し7-13はVanKootenandBulteを引
用 し て の そ れ)とWackemagelの 反 論('印 は 筆 者(松 野)に よ る 。)
Pearceの批 判 Wackemage1の反 論
EFは集計値であ り,自 然資本サ ービス間の代
1 CC指標は資産間の非代替性を意味する。 替 を意味 している。(★Pearceが定義 した最
大維持可能人口に関しては回答なし)
その通 り。CCは 変わる。砂漠化 で悪化 もすれ
ば技術革新 ・丁寧な管理で改善もする。だか
2 CCは技術変化で改善できる。
らEFはいつも当該年の生態学的収容力と比
較 している。
EFは反貿易 ・反取 引 を主張す る ものでない。
ただ,地球規模の生態学的行き過ぎを避け
3 CCは貿易があるとあま り意味がない。 ようとするな ら,全 ての国が生態学的サー
ビスの純輸入者にはなれないことを主張す
る もの だ 。
(★明示的 な回答はないが,「2」への回答 でほ
4 CCは投資で改善できる。
ぼ足 りると思われる。)
その通 り。前者 は後者の必要条件である。我々
5
CCは 生 き残 り(survivability)概念 で あ り,持
続 可 能 性(sustainability)概念 で な い 。
はその必要条件さえ満たしていない。これは
人的需要の削減と頑健なCC勘定の必要性を
意味する。
多 くのアフリカの国の人口はCCを はるかに超
えている ようだが,こ れは,ど ん どん死んで CCを超えた行 き過 ぎが起 きると,自 然資本 ス
6 いるか,数 字が間違 いか,彼 らが他 の対処方 トックの枯渇が生ず る。 実際,そ れが世界
法を見つけているか,で ある。統計数値 の問 中で起 きていることである。
違いはしば しばある。
CO2対策は,EFが 採用す る森林に よる吸収だ
けでなく各種排出削減措置が考えられるが
この方法が大気のCO2蓄積を扱う普及 した方
EFは後者 を反映す ることがで きない。最
法である。他の方法としては化石燃料の代替
7 適な手段の組合せ選択には,炭素の固定や
物生産に必要な生物学的面積を算出すること
排出削減のタイミングも比較考量すべきだ
が考 えられるが,値 はさらに大 きくなる。
がこれには割引が必要でEF唱道者はこれ
に反対 している。
これは正 しい。我々がEF計算 にそれ を含めた
ならEFはもっと大 きくなる。(★EFにはCO2
8
廃物相殺のために必要な土地面積の算出にはか
に関するものを除き廃物相殺のために必要な
なりの不確実性が伴 う。
面積はそもそも含まれていないとの意味と思
われる。)
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9
EF唱道者は異なる資本間の代替に反対だが,
EF接近では異なる利用形態の土地をその生
産力で重み付け し集計 しており,これは代
替を含意している。
EF接近 は集計値 を用 いてお り,自 然資本サー
ビス間の代替を意味 している。
10
生産力の高い地域 から産物を輸入 した方がそう
でない地域で生産するよ りもEFを小 さくで
きる。つ まり貿易でEFを減 らせ る。
これは単なる誤解である。(★EFは地域差 を補
正するように計算 されてお り,同 一産物の消
費のEFは産出地によらない。)
11
EFは土地利用が持続可能か否かを区別 しない。
また,土 地が単一 目的に利用 されていると
仮定 しているがこれは現実 に反する。
これは正 しい。我 々は全て持続可能 に利用され
ていると仮定 している。 これは生態系への負
荷の下限 を知るために最 も楽観的な場合を想
定 しているのである。
12
EFは貿易 をよ り多 くしてい るほ ど大 きくなっ
て しまい(そ うでない場合もあるが),国間,
地域 間,さ らには個人間の取 引 を制限 しよ
うとする'ものだ。
(★「3」と合わせて反論)
13
オランダや シンガポール,香 港は決 してその生
態学的要求を自ら賄 うことはで きないが,政
策的にどうしろとい うのか。
我々が問題 とするのは世界全体やOECD諸国
全体での生態学的不可能性である。(★「3」
と合わせて反論)
較を可能とし,需要量が供給量を上回ると生態学的行 き過 ぎが発生 していることを意味 してい
る。計算 に当たっては需要量を小 さめに,供 給量を大 きめにとり,計算結果が状況の悪 さを頑
健に主張するものにしている,と されている。
表1の批判 とその反論 を比較すると,本論で既に見 た"代 替"に 関するものなど,実 際には
対立が ないか,誤 解,に 基づいている点が多い。その中で,こ れ もある種の誤解が招いた議論
と思われるが,そ の吟味に一定の意味があると思われるや りとりは 「7」である。「7」の批判
は,EFが政策手段の選択に使 えない,と の批判である。 しか し,EFの計算 におけるCO2の吸
収はCO2の排出削減や大気中濃度の削減の"手 段"と して位置づけられているわけではな く,
排出されて しまったCO2の環境負荷の大 きさの一つの評価法 として位置づけられているので
あ り,批判は当たらない。Pearceが引用するVanKootenandBulteは,政策手段の組合せの最
適化に言及 しているが,こ こでの最:適化は,経 済学的な,一 定の政策目標 を達成するための費
用が最小化されることを意味 していると考 えられる。一方,EFは経済学の枠組み とは異なる
枠組みで経済活動の"環 境負荷"を 測ろうという指標であ り,"経済学的でない"と いう内容
の批判は当たらぬであろう。割引は貨幣価値換算が前提の経済学的な考え方であ り,それを志
向せぬ ものにそれがで きないとの批判 も失当であろう。一方,EFを環境負荷指標 として認め
れば,そ の値 をある一定の値におさめることを目標に定め,そ のための手段お よびそれに要す
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る費用 を計算することは理論的には可能であるように思われる。この際はより不確実性の少な
い,生 態学的な需要の方をどのようにするかを直接の目的にする方がより現実的な方策 と考え
られる。
脱物質化 については,PearceはTMR指標を取 り上げ,誰 もが指摘することではあるが,重
量の総量が人体や生態系 に対する毒性を反映するものでないことを指摘 し,一般的に資源の投
入が少ない方がよいことを主張す るのみである,とする。27)
Bartelmus,Bringezu,andMollは経済学的な資本維持接近とよ り自然科学的な脱物質化接近
を努めて中立的に比較 しようとする立場ではあるが,「フ ァクター4アセスメン トは脱物質化
を富 または厚生 と結びつける。人間の厚生および`生 活の質'の 類似の概念は通常,発 展の指
標 として捉 えられ,脱 物質化 をして環境的に持続可能な発展の一つの考え方せ しめている。一
方,非 減少の所得 または生産物の確保のための自然資本の維持は,経 済成長の持続 可能化を狙
ったものである。これは経済パフォーマ ンスを厚生よりも生産,蓄 積,消 費によって計測す る
とい う国民経済計算の能力を反映 したものである。(イタリックは原文による。)」(p.10)とい
う記述は,厚 生 と直接の関係があるのは資本維持接近でな く脱物質化接近であることを主張 し
てお り,脱物質化接近 をより肯定的に捉えているといえよう。28>そして上で見たPearceの重
み付けの必要性について次のように応えている(pp.18-19の該当部分の要約)。
すなわち,ま ず,温 暖化や富栄養化等の個別の問題については,科 学的に得られた等価係数
によって重み付け,個 別の物質フローの個別の問題への寄与 を知ることはできる。 しか しそれ
でも,異 なる問題の比較はで きず,そ の比較は個人や社会の重み付けによらねばならない。 さ
らに,多 くの場合,環 境負荷 と特定の物資フローを関連づけることは難 しく,物質 フロー群の
潜在的な毒性や栄養面,構 造,物 理化学的そして直接的,破 壊的な影響 を統合する標準的な方
法 というのは存在 していない。 さらに言 えば,将来起こるかもしれない全ての影響を予測する
ことは一般的にいって科学的に不可能である。MFAはカテゴリー毎の物質量の情報 しか提供
しないが,(その他の事情が一定であるなら(筆者))いかなる物質 フローの増加 も環境影響の
増加であ り,カ テゴリー毎お よび全体の集計値(TMR)な どの指標は,先 進国の ような物質
利用が全世界に広まれば生命の存在を維持 している自然環境に甚大な影響を及ぼすことを示 し
ている。
異 な る問題 の社 会的重 み付 けはPearce側は,貨 幣 評価 を通 じて で きる,と い うわけ であ る
か ら,可 能 ・不 可能の違 いは結局① で もみた環境負荷 の生態学 的不 確実性 に対 する態度 に帰 着
す る。29)また,Balte㎞us,B㎡ngezu,andMoll(p.38)は,重量1ま小 さいが毒性 等の環境影 響
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が大 きい物質を扱 うサブスタンス ・フロー収支 と量的把握の物質フロー収支を統合 したターゲ
ット物質フロー収支(TargetMaterialFlowBalance)の提案をしてお り,質的側面の重要性を
軽視するものではない,と いえる。
一方彼 らのPearceへの批判は,上 の引用で見た,国 民経済計算は厚生 を測るものでない,
ということが最 も重要である。 しか しまた,国 民経済計算の拡張 として,Pearceの"本当の
貯蓄"に 概念的に似た"環 境面で補正 された資本形成指標"を 取 り上げ(p.21),この指標に
よれば一部の途上国を除きほ とんどの国は持続可能なことになっているが,長 期の先 を考えた
場合に,自 然資本の補完性が現在 までの生産 ・消費パ ターンを不可能とする可能性がある,と
もしている。30)そして続けて,Pearceは限界的な代替は可能 とするが,実 際 どの程度可能か
の実際的検証が重要になろう,と する。自然なことではあるが,「強」「弱」の持続可能性問題
に帰着する。
次 にMuile㎜anandBlonk(pp.1σ17)であるが,資 源利用 をみる指標と してTMR,LCA,
EFを取 り上げる一方,消 費指標 としてオランダが採用 している指標群 を紹介 している。
TMRについては社会の物質フローを一つの値にまとめることができる一方,重 量の集計値
と環境負荷の関係は増減が必ず しも一致 しないこと,異 質なものの集計値であるために解釈が
難 しいこと,と いった欠点があるとする。そこで,環 境負荷の大 きさに直接 に着 目したのが
LCAであるが,デ ータの十分 な入手が難 しい面があ り,そ の結果は一つの試算 とみる しかな
い,等 とする。 またEFについては,鍵 となる資源に着 目する手法の一つであると紹介 し,異
なる資源利用の比較を可能にするが,計算が複雑で難 しく,不確実性 も大 きいと指摘 している。
彼らはまた,生 産 と消費は異なる資源利用の指標 を必要 としている,と 宣言 し,オ ランダで採
用 している指標の例を提示 している。そこでは,消 費者が直接に利用する化石燃料や,.食料,
また,(おそらく消費財に含まれる)木 材や金属が,土 地利用,生 物多様性,温 暖化,生 態毒
性,に ついてどの程度の寄与をしているかを百分率で表示 している。これは消費の種類 と,そ
れらが引き起 こしている環境負荷の種類 と程度を結びつけ興味深いものであるが,こ れを基に
ある種の消費を減らすべ き,と いう短絡的な主張を招 く恐れ もある。31)こでこうした考え
を`短絡的'と 呼ぶのは,消 費が環境負荷 を招 くといった場合,そ の消費財の消費の量以外 に
も,そ の消費財の生産過程で,お よび,消 費財 そのものに,利 用されている広い意味での技術
が関与 してお り,この技術の革新により環境負荷は変化するからである。この点は,我 が国の
循環型社会形成推進基本計画の数値 目標の策定時に利用された方法の方が全体 を見通す ことが
できる点で優れているように思われる。その方法は,資 源利用(下 式ではDMI)と付加価値
生産(下 式 ではGDP)と を結びつけたものであるが,詳 細は,松 野 ・森 口(2003),森口
(2003),環境省(2003,pp.26-27)を参照 されたい。
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暮器 一写耳(D器 ・(D撃 ・F;F・G号P
ただ し,DMI:DirectMaterialInput(直接物質投入量),R:循 環利用量,F:最 終需要,
k:資 源種 を表す添え字(4種),i:財 ・サービス種 を表す添 え字(17種))。最終需要 とは国
民経済計算上の概念で,そ の年に生産 された財 ・サー ビスの市場価値 の総額であ り,こ れか
ら輸入額 を差 し引いた ものがGDPである。
4.ま とめ
EUの資源管理に関する専門家報告 を,ま ず,① 資源利用お よびそれに関連する環境状況に
関する現状認識,② 問題の所在,③ 持続可能性に関する考え方の違いを含む資源利用問題 に対
する対処の方向性,に 関して検討 した結果を振 り返ると次のようなことがいえる(文 末の① ～
③ は検討 した箇所を示す)。(④資源利用管理政策のための指標,に ついてはその後で検討す
る。)
論者がほぼ一致 していたのは,以 下の点である。地下資源の枯渇はあまり差 し迫ったもので
はない(①)。経済活動が生態系に与える負荷の影響の不確実性はあるものの,中 心的な問題
は再生可能性資源 により構成される廃物同化およびより広 くライフ ・サポー ト機能を担 う生態
系の劣化である(①)。その原因は経済学的に言えば外部性である(②)。その対処の方向とし
ては持続可能性概念が重要である(③)。人工資本による自然資本の代替には限界(limit)が
あるが限界的(marginal)には可能である(ま たは,代 替は限界的には可能であるが限界があ
る,と い うべ きか)(③)。
一方,不 一致であったのは,現 状の生態系の劣化がかなり深刻な ものなのか,深 刻さよりも
不確実性が強調 されるべ きものなのか(①),と い う点と,通 時的に改善 されるべ き社会の厚
生を市場取引で測 られる通常の意味での消費の量のみで測るのか,そ れではない他の指標で測
るのか(③),と いう点である。ここで消費の量で測ることについては生態系劣化の原因を外
部性に求めることと矛盾することを指摘 した。
③で議論 した 「強」 「弱」の持続可能性の考え方については,こ こで検討 した論文で,こ の
点について詳 しく論 じる論者 においては,自 然資本 と人工資本は限界的には代替可能というこ
とでは一致 している。それではなぜこの点を巡って 「強」「弱」の対立 というものが頻繁に話
題 になるかを考 えると,Pearce(p。8)が呼ぶところの,秘 儀的な経済学の純粋理論の文献,
において完全な代替の"可 能性"が 論 じられる場合があって,強 弱の鋭い対立が存在する,と
されるのであると思われる。確かに人工資本による自然資本の代替 を可能 とする技術革新が ど
こまでが可能でそれ以上は不可能であると線引 きすることは困難なことであるので,完 全な代
替可能性 を理論的に"仮 定"し て議論することはあ り得る。ただ,経 済学 自身には当該仮定の
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妥当性 を自然科学的に提示することはできぬことであ り,自然科学者が代替が難 しいことを主
張することと対立 しているわけではない。市場が完全であるなら,何 らの自然科学的知識をも
たずとも,節 約行動や技術革新 による予定調和的な解の妥当性を主張することは可能であるわ
けだが,問 題の原因が価格機構の外にある外部性であ り,そ うすることもで きない。32)やは
り,自然/人 工資本の代替問題 よりも,む しろ,そ の一歩手前のところの,現 状の環境劣化の
状況の認識,ま たその言い換 えの不確実性下における危険への態度,の 違いが 「強」「弱」派
とされる両派の根本的な対立点 といえるであろう。33)
次に④資源利用管理政策のための指標 に関する議論であるが,こ こでの議論は自然 な帰結で
はあるが① ～③ における考え方の一致 ・不一致が反映された ものであったといえる。
Pearceの本当の貯蓄はBartelmus,Bringezu,andMollにも一定の評価を与 えられているが,
結局,③ で論 じた,自 然資本 と人工資本の限界的な代替,と は一体どの程度可能なのかが問題
になる,と いうことになった。最大持続可能消費 レベルについては,市 場で取引 される財 ・サ
ー ビスの消費が人々の福祉の全体像を表すのでないという立場から見ると意味のない指標であ
ることをみた(こ れも③ で論 じた点に関わる。)。EFについてはPearceの批判 とWackernagel
の反論 を見る中では,EFが手段の選択に使えないとの批判を取 り上げ,こ れは非経済学的で
あろうとするものに,経 済学的でない,と いう批判を浴びせる内容であることを指摘 した。 ま
たTMRについては,重 量のみの集計値の持つ意味が問題であることは提唱者 も含めて一致 し
ている ところであ り,これの克服が課題 となる。
また,Pearce'(p.32)のい う,全ての指標(お よびその背後にある思想)に 共通 した含意は,
資源効率性 を改善することが重要である,と いうことは正 しい指摘であると思われる。これは
環境負荷削減を目的とした資源利用削減と何で測るにせ よ社会の厚生(人 々の福祉)の 維持又
は改善を両立 させようとした場合に,最 も単純な次の恒等式
資源利用=(資 源利用/社 会厚生)× 社会厚生
が"恒 等"式 であることに由来するとおもわれる。
生産 ・消費パ ターンに関わる指標 としては,Pearceの最大持続可能消費 レベルやオランダ
の事例を見たが,こ の分野についてはあまり多 くの議論はみ られず,研 究の蓄積があま りない
ことを意味 しているもの と思われる。34)
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5.考 察
一般に議論の本質をよりよく表すのは,論者の間の不一致点であると考えられるので,「4.」
でみた不一致点について考察 を深めたい。再掲すると,不一致点は,現 状の生態系の劣化がか
なり深刻なものなのか,深 刻 さよりも不確実性が強調 されるべ きものなのかという点 と,通時
的に改善されるべ き社会の厚生を市場取引で測 られる通常の意味での消費の量のみで測るの
か,そ れではない他の指標で測るのか,と いう点である。議論の便のため前者,後 者の不一致
点をそれぞれ不一致点A,Bと する。
不一致点Bに ついては,1外部性の存在を認めるなら,社 会の厚生 を市場で取引 される財サー
ビスの価格の集計値 と同一視することは経済学的にで きない,と いうことがで きる。また,経
済学 とは無関係の文脈で も多 くの人々は社会の厚生をこのように捉 えることに異 を唱えるもの
と思われる。 しかしなが ら,1990年代 の我が国の経験からも明らかなようにGDPで測った経
済成長(消 費で測ったそれとほぼ同等)が プラスであっても低 レベルであるというだけで,雇
用面やその他の面に極めて大 きな影響 を与え,政 策課題 としての圧倒的な優洗 順位 を与えられ
ることを考えると,市場で測 られた消費,と いうもの を軽視することができないと言うことも
また明らかなことと考 えられる。今後の経済発展 を待ち望 んでいる途上国の人々にとってはな
お さらのことか もしれない。市場取引に立脚 したGDPや消費 を補正 した り,これを他の指標
と組み合わせて,新 しい社会の厚生指標 をつ くろ うとする試みは,グ リーンGDPや,一 人あ
た りのGDPと識字率,平 均余命 を組み合わせた人間開発指数(HumanDevelopmentIndex),
などが知 られるが,必 ず しも広 く受け入れられているとはいえないであろう。 また今回吟味 し
た報告の うち消費で測 ることを批判する側 も,社会の"良 さ"の 統合指標である厚生指標の代
替案 を示 しているわけではない。これらの事実は,広 く受け入れられる社会厚生指標をつ くる
ことは難 しい作業であることを示 している。その大 きな理由は,そ うした作業には価値判断を
伴 うとい、うことであろう。
不一致点Aは,換 言すれば,「どの物質の利用をどの程度削減すれば どうい う環境状況が得
られるのか」「BAUで推移 した場合にどういう環境状況が得 られるのか」 という問 に明確な回
答は与えられない,と い う点 については一致 しつつ,そ の対処の方向性が異なるとい うもので
ある。温暖化問題 については,大 きな巾があるものの,原 因 とその影響についての研究が他の
分野 に比 して突出 して進められている。そのおかげで,化 石燃料の利用については,温 暖化制
約の方が先 に来るヒ とが考えられるようにな り,その貯蔵量の有限性の制約があまり問題 とさ
れな くなっている。もちろん,そ の他の分野でも経済活動の生態系に与える影響がよりよく知
られるようになるべきであるが,こ の種の知識の蓄積は,分 野にもよるであろうが,圧 倒的に
不足 してお り研究の促進が極めて重要という点では一致 しているわけだ。ある種の経済活動に
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よ り将来起 こるべ き損害の大 きさやその生起確率の大 きさが科学的にはっきりしない場合で
も,その回避 による負担があまり大 きくないならそれを避けるべ きという予防的アプローチの
採用がよいように思われるが,そ れをよしとするの も一つの価値判断である。
結局,不 一致点はA,Bの いずれ もが,価 値判断の不一致ということができ,科 学的な決着
は困難である。他のどの公共政策分野 とも同様に資源利用管理政策においても,そうした場合,
最終的な判断は民主主義の政策過程に委ねることになる。その際,研 究者 としては価値判断を
あまり含 まずかつわか りやすい指標群やその他の専門的知識をその政策過程の参加者に提供を
してい くことが重要であるが,政 策過程 に携わる者(研 究者がそ うである場合 もあ り得る)と
しては,上 記の価値判断 を含んだ提案をすることが必要である。35)そして,議 論に際 しては
客観的な事実や推論 と主観的な判断 を区別 しようと努めることが当該議論 を実 り多きものとす
るであろう。
6.そ の他 の 点 一検 討結 果 を踏 ま えた循環 型 社 会形 成 推 進基 本 法 の解釈
我が国の循環型社会形成推進基本法(2条)は,循 環型社会 を 「天然資源の消費 を抑制し,
環境への負荷ができる限 り低減される社会」 と定義 している。 この条文の解釈については必ず
しも定着 した解釈は存在せず,そ れを得ようとするなら同法の制定に至る経緯 ・議論の検討等
が必要になるものと思われる。 しか しなが ら,本論でのこれまでの議論,特 に3.1でみた,資
源利用問題 に関する中心的問題は,廃 物を吸収 ・同化する機能,さ らにそれを包含 した(安定
した気候システムの提供を含む)ラ イフ ・サポー ト機能を担 うもの としての広義の生態系の劣
化であるという議論 に沿って同条の解釈を試みようとするなら,同法がその形成 を目指すとこ
ろの循環型社会 とは,第二条の上記引用の後半部でい う,環境への負荷(広 義の生態系の劣化)
が低減 される社会であ り,上記引用の前半部でいう天然資源の消費(原 材料 としての天然資源
の生産過程への投入)の 抑制は,そ の達成のための手段的なもの と解すべ き,と の主張が可能
である。
同条の解釈は,廃 棄物の リサ イクル等の循環型社会形成のため とされる施策の目的の中身,
それゆえまた,施策の評価基準,を与 えるものであり,議論が積み重ね られるべ きと思われる。
その際には,本 論ではあま り議論 してこなかった資源利用に関する世代内 ・世代間の衡平性 も
考慮されるべ きである。
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注
1)
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??
ア ジ ェ ンダ21は持 続 可 能 な発 展 の ため の 各 レベ ルの 主 体 の 包 括 的 な行 動 計 画 で あ る 。 国連 経 済 社 会 問 題
局(UNDepartmentofEconomicandSocialAffairs)のwebsiteに全 文 が 掲 載 さ れ て い る 。
h・www.un.oresasustdevdocumentsaenda21index.htm(2004/5/6確認)
2002年の ヨハ ネ ス ブ ル グ にお け る`持 続 可能 な発 展 に関 す る世 界 サ ミッ ト'で 採 択 され た実 施 計 画 に お
い て も,過 去10年 の取 り組 み の不 十分 さの認 識 の上 に,ア ジ ェ ンダ21の完 全実 施 が 再 確 認 され た。 実 施
計 画 は 同 サ ミ ッ ト のwebsiteに 全 文.が 掲 載 さ れ て い る 。
htt:www.'ohannesbursummitorhmldocumentssummitdocs23091anfinal.htm(2004/5/6確
認)
資源効率性は資源生産性と同じく,利用資源量あたりの生み出される財やサービスの量または人々が享
受する厚生の量(何 で測るにせよ)で ある。資源の代わりに物質 という言葉が用いられることもある。
ここで検討 した報告では`資源効率性'が より頻繁に用いられていた。`生産性'が 持つ狭義の経済パフ
ォーマンス的響きが避けられているのかもしれない。
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?
?
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以下で著者名だけをあげる場合には上に掲げた報告を指すものとする。
ただし,低すぎる場合だけでなく高すぎる場合もあり得るという主張である。
ライフ ・サポート機能という用語については,植田和弘(1996,pp.5・6)の記述が示すように,資源供給
や廃物同化と排他的ではなく,生命存在にとってより基本的な機能という意味で用いる。
BinswangerandChakraborty(p."1)は多 くの先進国において再生可能資源の希少性は高まっているとし,
例としてスペインと米国における水を挙げている。
本論では強調しないものの,議論の基礎とする諸事実が論者により異なることは十分あり得る。専門の
異なる論者による議論の場合により問題となろう。この場合は,そ れら諸事実の全体像を共有すること
が議論をより建設的にするであろう。 しか し,事実を知ることと,その解釈(そ れゆえ論者の学問的背
景)と は密接なつながりを持つと考えられ,議論の基礎としての事実の共有には困難な面もあると予想
される。
不確実性下において得 られる(広義の)報酬の期待値よりも,少ないが確実な報酬を選好する場合,当
該主体は危険回避的であるという。逆は危険愛好(ギ ャンブラー)的 といい,不確実な期待値と確実な
値を同一視する場合を危険中立的という。実際にはこうした態度の違いには性向だけでなく個人の持つ
知識体系も関与するであろう。
deZeeuw(p.12)は外部性以外にもオープン ・アクセスや囚人のジレン々問題を環境問題の原因として
指摘 している。しかし,オープン・アクセス下ではある一人の資源利用者の資源利用が他の利用者の資
源利用を困難にすることから,オープン ・アクセス問題を外部性概念で説明することができる。また,
囚人のジレンマ問題は諸政府間の規制の調整の失敗を引き起こすものとして説明しており,結局,資源
利用を市場任せにできない経済学的理由としては"外部性"の みで足 りる。
Ayres(p,8)は,資源の存在の新発見や規模の経済,技術革新が資源価格ひいては製品価格を低下させ,
その需要量を増大させる一方,同 時に資源に対する相対的な労働の価格を高め,人 的労働の化石エネル
ギーおよび機械労働による代替を刺激 し,さらなる規模の増大とコス トの低減をもたらす という正のフ
ィー ドバックが存在し,これが,資源利用を拡大する仕組みである旨主張する。しかし,当該資源利用
が"過大"な ものとなっていること,すなわち何らかの否定的な事象の原因を説明する議論になっては
いない。
もちろん生態系が破壊され再生可能資源のス トックが減少すれば投入できる量も減るわけではある。
Pearce(p.9)は,経済学分野では代替可能派が環境経済学,不 可能派がエコロジカル経済学とおおよ
そ分けることができるとしている。これはかなり普及 した見方であると思われる。 また,多数の論者に
よる異なる持続可能な発展の定義 を森田 ・川島 ・イノハラ(1992)は,①自然条件重視,② 世代間の公
平性重視,③ より高次の観点からの定義,の3類型に分類 している。①が 「強」,②が 「弱」に関連性が
強いように思われる。
Ayres(p.19)も弱い持続可能性派にとっての持続可能性とは消費が減少 しないことである,と解説し
ている。
Har踊ck(1977)参照。
そうした考え方で開発された指標がいわゆるグリーンGDPであるが,その値の信頼性やその意味の解釈,
等について問題が指摘されている。
Pearce(P13)は,国民純生産を自然資本の劣化を取 り込み補正 し本当(genuine)の国民純生産と名
づけているが,こ れはいわゆるグリーンNNPでありこれを一つの社会の厚生指標とすることは可能であ
るが,そ うしているわけではない。
現状からの少しの代替の意味。
PearceはそれゆえCostanzaeta1(1997)が世界の生態系サービスの全体量の価値を試算 したのは大きな
誤りであると主張する。同論文についてはAyres(p.20)も,強い持続可能性に学問的基礎を与えると
いうよりもエコロジカル経済学への信頼を損ねるもの,と批判 している。Ayresの批判の理由は,本人が
言うとおりすぐにはわかりにくいが,環境サービスにも最:適量があ り多いほどよいとの前提の試算は誤
りだというものである。
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カッコ内は筆者。
代替可能性には技術水準も関係するが,こ れの将来予測は,未 知のことが既知になるのはいつかという
問に答えようとするものであって,本質的な不確実性を持っており,問題をより困難にしている。
Pearceはまた,強い持続可能性を仮定すると,制約が強まるため,最:大持続可能消費 レベルは小さくな
るとしている。しかし,「強」の支持者は 「弱」の道を歩もうとするなら生態系が破壊され経済社会は非
持続可能となることを主張するのであるから,こ うした議論を受け入れることはできないであろう。
Pearce(p.14)は,技術,お よび社会的資本も拡大資本概念に加えてもよい旨述べている。
最大維持可能人口(maximumsustainablepopulation)=拘束的資源(bi dingresource)/一人あた り最
低必要量,と定義される。Pearce(pp.22-23,PF.27-29)は,このほか,純一次生産(netprimaryproduct)
や環境空間(environmentalspace)を取り上げているが,TMRやEFに対 して向けられた批判と同種の
ものであり割愛する。
Wackemage1が報告に付録としてつけたWWFの報告の最:新版(WWF(2002))によれば,生態学的収容
力の供給は,耕地,牧 草地,森 林,水 産海面,に よりなさされる。一方,需 要は,農作物,肉,木 材,
魚,の 消費の他,エ ネルギーの消費,建築物の建設,に よりなされる。供給も需要も土地の用途および
地域差による生産力の違いを補正しグローバル ・ヘクタールという共通の単位に換算 されている。
指標について本格的に論 じてはいないが,Ayres(pp。3-2,p.22)も,MFA指標について,一体誰が塩素
や塩化炭化水素と地下土壌の1トンを等価に見るだろうか,こ のようなミスリーディングな指標は構造
物にプラスチックを使 うことを奨励 しかねない,等 と述べ,「最近におけるTMRの人気」に,強 い懸念
を表 している。自身は,エ クセルギー指標の採用がよりよいとするが,デ ータ入手等の点での困難さを
自ら認める記述ぶりとなっている。
ただし,脱物質化接近に基づく資源生産性等が他の厚生指標でなくGDPを用いて表現されることが多い
ことが,こ のあたりの違いを曖昧にしている,とする(p.10,脚注6)。一方で,経済学者の立場からす
れば,そ の不十分さについての議論が多々なされていることは踏まえた上でも,GDP等の指標 を提供す
る国民経済計算が国民の厚生を測るものでないと宣言されてしまっては立場がない。経済学ではGDPは
代表的な社会厚生の指標と捉えられている。
不確実性の貨幣評価は保険に関する理論などで経済学上 も一定の蓄積があるわけだが,人 々が評価で き
るのは,病 気や事故のように不確実性の程度が経験的に把握できる場合であり,人類が初めて直面する
ような問題への適用は困難を伴うであろう。
ここで補完性とは一定量以上必要であるという必須性を意味 している。
MuilermanandBlonkは,経済学的な意味の"消費"と資源の利用 という意味で用いられる資源の"消費"
を十分に区別 しておらず,指 標群に若干の混乱があるように思われる。
不確実性のために外部性の質や大 きさがはっきりとしないのでは内部化も困難になる。
「強」派は,現状はあまりに深刻なので,こ れ以上自然資源 を損ねることなど考えられないのであり,
それゆえ,現状ではほとんど代替不可能,と いう議論になるのであるように思われる。
消費パターンとは何を指すのかはっきりしない,というPearce(p.17)の指摘が未だ妥当に思える状況
である。
その点,今 回吟味 した報告の著者達の多 くの姿勢は正しいものといえよう。
